
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成26年１月14日

【四半期会計期間】 第39期第１四半期（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）

【会社名】 株式会社ヒマラヤ

【英訳名】 HIMARAYA Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　野水　優治

【本店の所在の場所】 岐阜県岐阜市江添１丁目１番１号

【電話番号】 058（271）6622（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　増田　康裕

【最寄りの連絡場所】 岐阜県岐阜市江添１丁目１番１号

【電話番号】 058（271）6622（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　増田　康裕

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

EDINET提出書類

株式会社　ヒマラヤ(E03271)

四半期報告書

 1/16



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第38期

第１四半期連結
累計期間

第39期
第１四半期連結
累計期間

第38期

会計期間

自平成24年
９月１日
至平成24年
11月30日

自平成25年
９月１日
至平成25年
11月30日

自平成24年
９月１日
至平成25年
８月31日

売上高（百万円） 14,176 14,711 66,037

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△163 △308 2,671

四半期純損失（△）又は当期純利

益（百万円）
△119 △376 1,224

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△95 △347 1,318

純資産額（百万円） 11,545 12,390 12,848

総資産額（百万円） 41,895 44,182 36,534

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△9.74 △30.57 99.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 27.6 28.0 35.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　 　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において連結会社（当社および当社子会社）が判

断したものです。

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間（平成25年９月１日～平成25年11月30日）における我が国の経済は、新興国

の景気減速懸念といった世界経済環境への継続的リスクは残るものの、米国中心に回復傾向にある海外経済

と、政府の経済政策や金融政策への期待感を受けて、円安の進行による輸出関連企業の景況感に改善が見ら

れました。さらに株価上昇による景気回復への期待感の高まりと合わせ、国内経済への先行きに明るさが見

られております。

連結会社が属しておりますスポーツ用品販売業界におきましては、健康への意識の高まりによるスポー

ツ参加人口の増加、富士山の世界文化遺産登録によるトレッキングへの需要の高まりも継続して見られ堅調

に推移している中、2020年オリンピックの東京開催が決定し、７年後へ向けて大きな期待が高まっておりま

す。 

一方で、エネルギーコストの上昇による光熱費の上昇や消費税増税の動きに対する生活防衛意識の高ま

りにより、個人の消費行動は厳しい選別基準を伴うものになると注視しております。 

　このような状況下、当第１四半期連結累計期間における連結会社の売上は、衣料系全般が秋口の天候不順

などの影響を受けてやや低調に推移したものの、一般スポーツ用品はランニングブームに代表される健康志

向の高まりが継続していることからシューズを中心に関連商品群が好調であったこと、2014年サッカーワー

ルドカップへ向けてサッカー市場が活性化していることなどから前年同期比103.7％となりました。ゴルフ

用品は、ゴルフクラブの一品単価下落および価格競争の激化により厳しい環境にあるものの、９月度に実施

した旗艦店であるゴルフ本店（岐阜県岐阜市）の増床リニューアルオープンの効果も有り、前年同期比

101.4％となりました。アウトドア用品は富士山の世界文化遺産登録による新規参入層の裾野の拡大により

アウトドアフィールド需要が活性化していることなどから、前年同期比109.8％となりました。 

連結売上総利益率は、11月中旬までの気温が高く推移したことなどにより、前年同期に比べ季節商材で

ある冬物防寒衣料等の動きが振るわなかったことなどから37.0%となり、前年同期に比べ0.7ポイント低下い

たしました。 

店舗については、株式会社ヒマラヤにて６店舗を出店、２店舗を増床、１店舗を閉店、株式会社ビーアン

ドディーにて１店舗を出店いたしました。その結果、平成25年11月末時点で連結会社の店舗数は全国に株式

会社ヒマラヤ112店舗、株式会社ビーアンドディー32店舗となり合計144店舗、売場面積は248,601㎡となり

ました。

販売費及び一般管理費については、新規出店時の一時費用および店舗運営費用全般の見直し、抑制を継

続的に実施した結果、当初計画に対して減少いたしました。

また、特別損失として株式会社ビーアンドディーにおいて早期退職関連損失85百万円を計上しておりま

す。これは、経営体質の強化を目的に人材活性化を図るためのものであります。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における連結業績は売上高14,711百万円（前年同期比3.8%増）、

営業損失328百万円（前年同期は203百万円の営業損失）、経常損失308百万円（前年同期は163百万円の経常

損失）、四半期純損失376百万円（前年同期は119百万円の四半期純損失）となりました。

　

　（２）財政状態の分析

　　　　 ①資産

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は28,836百万円となり、前連結会計年度末に比べ

7,040百万円増加いたしました。これは主に商品が5,907百万円増加したことによるものであります。固

定資産は15,345百万円となり、前連結会計年度末に比べ607百万円増加いたしました。これは主に有形

固定資産が543百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は44,182百万円となり、前連結会計年度末に比べ7,647百万円増加いたしました。
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　　　 ②負債

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は23,023百万円となり、前連結会計年度末に比べ

6,907百万円増加いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が6,959百万円増加したことによるもの

であります。固定負債は8,769百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,198百万円増加いたしました。

これは主に長期借入金が1,105百万円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は31,792百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,106百万円増加いたしまし

た。

③純資産

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は12,390百万円となり、前連結会計年度末に比べ

458百万円減少いたしました。これは主に四半期純損失376百万円および剰余金の配当110百万円による

ものであります。

　この結果、自己資本比率は28.0％（前連結会計年度末は35.2％）となりました。

 

　（３）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、連結会社が対処すべき課題について重要な変更ならびに新たに生

じた課題はありませんが、当社は財務および事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針を定めて

おり、その内容（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

株式会社の支配に関する基本方針

１．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内容や当社の企業価値

の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上して

いくことを可能とする者である必要があると考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて

行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供

しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要

とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社が、今後もスポーツ小売業界の中で事業を成長させ、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ

ていくためには、「お客様第一主義」の企業理念に則りスポーツを愛する人々のニーズに応える品揃えやサービ

スの充実により同業他社との差別化を図り、出店周辺地域との連携をより密にした地域密着型の営業を展開する

ことで、お客様ならびに地域からの信頼を勝ち取ると共に、収益基盤の強化に向けて中期事業計画に基づく諸施

策を適時・適切に実行していくことが不可欠であり、当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務および事業の

内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、

向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　また、外部者である買収者が大量買付を行う場合に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、買収者の属

性、大量買付の目的、買収者の当社の事業や経営についての意向、既存株主との利益相反を回避する方法、従業

員その他のステークホルダーに対する対応方針等の買収者の情報を把握した上で、買付が当社の企業価値や株主

共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、かかる情報が明らかにされないまま大量買付が強行される場合

には、当社の企業価値・株主共同の利益が毀損される可能性があります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務および事業

の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗

措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます（以上の当社

の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する考え方について、以下「本基本方針」といいま

す。）。
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２．本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組み等

（中期事業計画等による企業価値向上に向けた取組み）

　当社の中長期の経営戦略の主眼は、国内のスポーツ用品販売業界において、売上高トップグループ３社の地位

を確立し、事業基盤を強化することにあります。そのために、引き続き積極出店による事業規模の拡大を図ると

共に、出店地域の需要や要望に即した店舗を機動的に展開します。さらに、専門知識を兼ね備えたスタッフの配

置および継続的教育、商品構成の見直し、参加型イベントの定期的開催等を通じて、より専門性が高くお客様の

お買い物がより楽しくなるような店舗の開発に力を注いでまいります。これらを含めて、既存店の活性化、採算

性の低い店舗の改善、在庫効率の向上、売上総利益率の改善を行い、一方で広告宣伝費、物流費や労務費などの

効率的な使い方による経費抑制によって、収益力の向上とキャッシュ・フローの増加を図ります。

　一方、コーポレート・ガバナンスは社会との信頼関係構築の基本であり、その確立を最も重要な経営課題の一

つと考えております。そのために、内部統制システムの構築とコンプライアンスの徹底に真摯に取り組んでまい

ります。

　

　以上の中期事業計画を基にした取組みが基本方針に沿うものであり、株主の共同の利益を損なうものではな

く、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　

　（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,320,787 12,320,787

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株　

計 12,320,787 12,320,787 － －

 

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年９月１日～

平成25年11月30

日　　

― 12,320,787 ― 2,544 ― 3,998

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年８月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。　

①【発行済株式】

 平成25年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式 　     100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　12,316,700 123,167 －

単元未満株式 普通株式　　　 3,987 － －

発行済株式総数 　      　12,320,787 － －

総株主の議決権 － 123,167 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式900株および自己株式の失念株

式1,000株が含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数

９個および自己株式の失念株式に係る議決権の数10個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成25年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ヒマラヤ

岐阜市江添１－１

－１
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

　（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権10

個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含めております。

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年９月１日から平

成25年11月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成25年９月１日から平成25年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社　ヒマラヤ(E03271)

四半期報告書

 8/16



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,160 4,421

売掛金 968 1,455

商品 15,280 21,187

貯蔵品 10 9

繰延税金資産 307 391

その他 1,068 1,371

流動資産合計 21,795 28,836

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,862 5,649

土地 1,476 1,476

建設仮勘定 361 5

その他（純額） 733 847

有形固定資産合計 7,434 7,977

無形固定資産

のれん 230 210

ソフトウエア 282 260

その他 47 47

無形固定資産合計 559 518

投資その他の資産

投資有価証券 639 668

長期貸付金 857 1,037

差入保証金 3,876 3,969

繰延税金資産 682 654

その他 715 547

貸倒引当金 △26 △27

投資その他の資産合計 6,745 6,849

固定資産合計 14,738 15,345

資産合計 36,534 44,182
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,057 16,017

短期借入金 1,200 1,700

1年内償還予定の社債 15 －

1年内返済予定の長期借入金 3,042 3,320

リース債務 8 7

未払法人税等 746 36

賞与引当金 509 745

店舗閉鎖損失引当金 － 34

資産除去債務 － 8

その他 1,537 1,151

流動負債合計 16,115 23,023

固定負債

長期借入金 5,724 6,829

リース債務 5 －

役員退職慰労引当金 339 337

退職給付引当金 216 283

ポイント引当金 120 120

資産除去債務 1,013 1,050

その他 151 148

固定負債合計 7,570 8,769

負債合計 23,686 31,792

純資産の部

株主資本

資本金 2,544 2,544

資本剰余金 4,004 4,004

利益剰余金 6,189 5,701

自己株式 △0 △0

株主資本合計 12,737 12,249

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 111 140

繰延ヘッジ損益 △0 0

その他の包括利益累計額合計 111 140

純資産合計 12,848 12,390

負債純資産合計 36,534 44,182
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成24年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

売上高 14,176 14,711

売上原価 8,836 9,262

売上総利益 5,340 5,449

販売費及び一般管理費 5,544 5,778

営業損失（△） △203 △328

営業外収益

受取利息 4 4

受取配当金 0 0

受取賃貸料 82 81

その他 60 30

営業外収益合計 147 116

営業外費用

支払利息 20 15

不動産賃貸費用 76 70

その他 11 11

営業外費用合計 107 96

経常損失（△） △163 △308

特別損失

減損損失 7 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 34

早期退職関連損失 －
※ 85

特別損失合計 7 120

税金等調整前四半期純損失（△） △171 △429

法人税、住民税及び事業税 23 3

法人税等調整額 △74 △56

法人税等合計 △51 △52

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △119 △376

四半期純損失（△） △119 △376
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成24年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △119 △376

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 24 28

繰延ヘッジ損益 0 0

その他の包括利益合計 24 28

四半期包括利益 △95 △347

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △95 △347

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※早期退職関連損失は、子会社である株式会社ビーアンドディーにおいて発生したものであり、その内訳は次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

割増退職金 －百万円 69百万円

再就職支援金 　－  　16  

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却額

は、次のとおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

減価償却費 202百万円 221百万円

のれんの償却額 　19  　19  

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成24年11月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 　

平成24年11月28日

定時株主総会
普通株式 147 12.00 平成24年8月31日 平成24年11月29日

利益剰余

金　
　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 　

平成25年11月27日

定時株主総会
普通株式 110 9.00 平成25年8月31日 平成25年11月28日

利益剰余

金　
　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成24年11月30日）　

　当社グループは一般小売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）　

　当社グループは一般小売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、記載を省略しております。

　　

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、記載を省略しております。

　

（企業結合等関係）

   該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年９月１日
至　平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額 9円74銭 30円57銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（百万円） 119 376

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 119 376

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,320 12,320

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。　　　　

　

（重要な後発事象）

　 該当事項はありません。　

　

２【その他】

  該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

　 　 平成26年１月９日

株式会社 ヒマラヤ 　 　

取締役会　御中 　 　

　 有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渋谷　英司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古田　　博　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒマラ

ヤの平成25年９月１日から平成26年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年９月１日から平成

25年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年９月１日から平成25年11月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒマラヤ及び連結子会社の平成25年11月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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